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 カラーテレビ 141.4 116.6 51.5 48.7
 洗濯機 103.9  90.5 78.4 28.6
 冷蔵庫 114.2  80.1 36.5 12.3










































































































































































































































本数 占有率 本数 占有率 本数 占有率
　彩虹電子　　　(中国系)  724  21.0  665  18.4  707  19.1
　ＢＭＣＣ　　　(日系)  463  13.4  505  14.0  591  15.9
　上海永新　　　(中国系)  430  12.5  425  11.8  488  13.2
　南京華飛　　　(欧州系)  402  11.7  410  11.4  359   9.7
　賽格日立　　　(日系)  296   8.6  330   9.2  342   9.2
　広東東莞　　　(中国系)  360  10.4  360  10.0  261   7.0
　長沙ＬＧ　　　(韓国系)  332   9.6  390  10.8  385  10.4
　三星電管　　　(韓国系)  344  10.0  340   9.4  427  11.5
　その他   98   2.8  180   5.0  149   4.0




























順位 　ブランド 1994年　 　ブランド 1997年　 　ブランド 2000年　
１ ＊松下 14.7 　 　長虹 25.0 　 　長虹 17.2 　
２ 　康佳 11.0 　 　康佳 15.1 　 　康佳 14.7 　
３ 　熊猫 11.0 　 　ＴＣＬ 9.5 　 　海爾 8.0 　
４ 　長城 8.8 　 ＊松下 6.7 　 　海信 7.7 　
５ 　長虹 5.0 　 ＊フィリップス 4.5 　 　創維 7.6 　
６ ＊福日 4.6 　 　金星 4.5 　 　ＴＣＬ 7.1 　
７ 　北京 4.0 　 　創維 4.4 　 ＊フィリップス 7.1 　
８ 　金星 3.7 　 　熊猫 3.9 　 ＊ソニー 6.8 　
９ ＊ソニー 3.5 　 　厦華 3.8 　 ＊東芝 5.7 　
10 　牡丹 3.0 　 　海信 3.1 　 ＊松下 5.0 　




















































































































21インチ 25インチ 29インチ 34インチ















1030（球） 1480（球） 2280（平） 3980（平）海信
(青島） 1450（平） 2050（平） 4180（ﾌﾙ） 4980（ﾌﾙ）






（広東） 2050（平） 2330（平） 5180（ﾌﾙ）
1680（平） 1580（球） 2180（球） 4880（平）ＬＧ
（沈陽） 2380（平） 2499（平）









1320（球） 2590（平） 2920（球） 6980（ﾌﾙ）
3180（平）
外　
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系　
企　
業
シャープ
（南京）
5180（ﾌﾙ）
　 （注)１．価格は2002年９月５日時点，上海「永楽家電城」にて調べた店頭販売価格．ブラウン管型のみ.
　　　 ２.（球）は普通の球面,（平）はフラット,（フル）はフルスペックのフラット型を指す.
　　　 ３．各ブランドで同じサイズに同種類のものが多数ある場合,最安値を抽出して集計した．
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　表Ⅵ－１は中国におけるメーカー別のカラーテレビの小売価格である。製品ラインと価格帯につ
いて外資系企業と中国企業の間に差異が認められる。同じインチと仕様のものであれば、中国企業
のものよりも外資系企業の製品の価格が高く、さらに外資系企業のなかでは韓国系企業よりも日系
企業の価格帯が高い。例えば25インチのフラット型のテレビをみると、日系企業の製品は2500～
3100元程度であるが、韓国系の製品が2400元前後、中国企業の製品は1800～2000元と価格帯が相当
異なる。ちなみに日系企業の製品はすべて現地生産されたものであり、その場合でも相当程度の価
格差がある。製品ラインについても、日系企業は29インチから34インチなどの大型平面テレビ、プ
ロジェクションテレビや液晶テレビ、ＰＤＰなどのハイエンド製品に注力し、現地企業と差別化を
図ろうとしている。
　日系企業と中国企業の製品は現地市場において競合しにくいポジションにあると思われる。ハイ
エンド製品の購入やブランド力を重視する場合は日系企業の製品が選択される可能性が高い。価格
を重視する場合は、中国企業が完全に有利になる。生産台数の多いブラウン管方式の中・小型テレ
ビでは価格指向性が強くなるため差別化しにくい。一方、ハイエンド製品については消費者の価格
指向性が弱くなり、ブランドや技術力が重視されるため、日系企業は一定のポジションを確保でき
る可能性が高い。
２　日本企業の戦略転換と経営現地化
　以上の分業形態は日本企業の戦略にも示唆を与える。上篇で見てきたように、日本企業はこれま
でも基幹技術を内製化し、技術力に基づいて製品の差別化や事業創造を進めてきた。その重要性は
今後も変わることはないであろう。現地生産の拡大を進める一方で、日本国内の事業改革を進め、
基盤技術やデバイス技術の開発力や新しい製品アーキテクチャーの開発力を強化し、競争をリード
してゆくことは依然重要である。後発国における市場競争を想定した場合も、差別化の源泉となる
能力がなければ、先発国企業は価格競争に巻き込まれ、撤退を余儀なくされてしまう。
　他方、後発国の企業とは多様な関係性のつくり方が考えられる。上記の分類を参考にすれば、技
術供与契約、完成品や部品の輸出入、現地部品供給による垂直的取引、合弁事業等の協力関係、現
地市場における差別化の形態などについて、どのプレーヤーを想定して、どのような関係づくりを
進めてゆくかという点に関しては柔軟かつ戦略的でなければならない。とくに日系企業は新製品や
付加価値の高い製品分野、基幹部品やデバイスなどの分野では、中国市場においても競争優位性を
有している。こうした分野において競争力を伸ばし、後発国企業と分業関係や棲み分け関係を形成
してゆくことが肝要であろう。
　そしてその前提となるのが経営の現地化である。中国のテレビ産業において外資参入が認可され
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たのは1990年代半ばであるが、ローカル企業の状況を把握し、調達先や提携先として関係をつくり、
現地において販売ネットワークを広げることに関して、日系企業は未だに硬直的であるという見解
が見られる。また人材の現地化や現地における製品開発の推進も今後の課題である。現地における
戦略的な可能性を広げ、同時に国内の事業構造転換と技術力強化を図るには、広い視野で日中の関
係と日本企業の位置を展望し、適切な判断を下す経営能力が必要とされる。
３　結びにかえて：雁行形態論の再考
　本論の実証研究から、日中両国の企業による国際分業の展開と競争優位の変化を基礎にしつつ、
両国、ひいては東アジア地域における産業発展を論じる必要性は今後とも高まると予想される。
　伝統的な比較優位論では、国家が形成する要素賦存条件が国家間の外国貿易のパターンを決め、
その国の産業発展の方向性を規定すると論じられてきた。雁行形態論も外国貿易を介した国際分業
や産業発展の形態をモデル化したものと考えられる。しかしながら後発国の外資参入規制が大幅に
緩和され、企業活動のグローバル化が進むと、完成品の貿易のみならず、プラント輸出や部品・設
備の輸出、技術供与、合弁事業や委託加工、現地部品供給、現地市場における差別化競争など、先
発国の企業と後発国の企業にはさまざまな関係性が発生し、技術移転のルートや後発国の要素賦存
形成のパターンは多様化する。1980年代以降の日中家電産業はまさにこうした状況にあった。
　赤松教授の原論文を紐解くと、雁行形態論は｢後進産業国あるいは新興産業国の産業が先進産業
国の産業を摂取し、それを追跡しつつ成長発展する場合に一般的に成立する発展法則｣としてモデ
ル化され、後発国が輸入した工業品を自力生産して工業化する条件として、先進国からの資本財輸
入や技術輸入が挙げられている（8）。こうした点は本論の理論的含意を考えるうえで重要である。
　まず本質的なことは、雁行形態論の真意が後発国産業の自立的な発展にあるということである。
この真意に基づけば、国際分業という概念は比較優位論や貿易論の枠組みに制約されることなく、
先発国の企業と後発国のローカル企業との間に発生する多様な関係性を包含するものとして捉える
ことが可能である。この概念的拡張により、先発国企業との関係性を利用して後発国のローカル企
業が自立化し、産業が成長するプロセスを分析することができる。中国の家電産業は、日本企業と
の多様な分業関係を利用しながらローカル企業が成長し、後発国の産業が発展した典型的なケース
であった。
　また工業先発国の立場からも比較優位論や貿易論の枠組みに制約されることなく国際分業関係を
捉える視点は重要である。伝統的な雁行形態論では、後発国の産業発展と輸出化によって先進国の
産業は縮小するとされてきた。しかし先発国企業のグローバル展開を念頭においたとき、先発国の
産業縮小は必ずしも当該国企業の競争力低下を意味するものではない。貿易と国内生産のみを見る
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と、1990年代以降は日本の産業が縮小し、日系企業の競争力が失われたかに見える。しかし実際は
海外生産が拡大し、近年まで世界一の生産規模を維持し続けた。円高で輸出競争力を失った日本の
家電産業は、国内生産の縮小を世界各地での生産拡大によって補い、日本への逆輸入と海外市場の
確保を可能にしており、企業として国際競争力が衰えたとは言い難い。こうした状況では、企業の
競争優位の変化を分析し、それにもとづいて先発国と後発国の企業の関係性を捉える必要がある。
　このような視点に立てば、先に掲げた５つの国際分業の形態は産業発展の要因を把握するときの
考慮要件となる。もちろん本論は国家間の貿易を対象とする国際分業論の意義を消極視するもので
はないが、今後は先発国と後発国の産業発展や、企業の経営戦略の展開を見るときに、伝統的な比
較優位理論の制約を超えて、多様な企業間関係を視野に入れつつ産業発展のダイナミズムを分析す
る必要があろう。
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注　釈
（1）生産・内需比率（Ｓ/Ｄ）が産業の雁行形態的発展の各過程との対応についての説明は、山澤（1972）と
山澤（1991）に基づいている。前者は日本の18産業についてＳ/Ｄ曲線を描き出し、産業間の雁行形態的
発展と産業構造の高度化を分析し、後者は同様の手法で合成繊維織物業と鉄鋼業を対象に、東アジア諸
国における雁行形態的発展を分析している。
（2）日中両国の家電産業発展の諸局面を整理した概念図は範（2002）を参照されたい。
（3）大原（2000）を参照。推定は現地での長虹と各部品サプライヤーに対するヒアリングによるものである。
（4）北京・松下彩色顕像管（ＢＭＣＣ）に関する記述は筆者らによる訪問調査に基づいている（2002年８月
28日実施）。
（5）三洋電機との海爾集団は2002年１月８日に包括的提携の合意が発表された。（1）海爾の販売網を活用し
て三洋商品を中国市場で販売すること、（2）海爾ブランドの商品を日本市場で販売すること、（3）製造
拠点での協業の推進、（4）三洋のキーデバイスの海爾への供給と技術協力などが主な内容である（三洋
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電機・海爾集団ニュースリリース）。松下電器産業とＴＣＬ集団の提携も類似の内容で2002年４月９日に
包括的提携の合意が発表された（松下電器ニュースリリース）。
（6）三洋電機（蛇口）有限公司に関する記述は筆者らによる訪問調査に基づいている（2002年９月12日実
施）。
（7）渡邊（2001）によれば、1996年３月時点では松下が市場シェア最上位であったが、値下げ競争によって
同年の５月に３位に落ちたという。
（8）赤松（1956）68頁より抜粋および参照。
参考文献
赤松要「わが国産業発展の雁行形態｣『一橋論叢』第36巻，第５号，1956年．
天野倫文『国際分業と事業構造の転換―日系グローバル企業の戦略的行動』一橋大学大学院商学研究科博士学
位論文，2001年．
大原盛樹「中国家電メーカーの競争優位」『日中経協ジャーナル』2000年２月．
大原盛樹「経営戦略と企業家の役割―海爾と長虹のケース」丸川知雄編『市場発生のダイナミクス―移行期の
中国経済』アジア経済研究所，1999年．
加護野忠男・野中郁次郎・榊原清則・奥村昭博『日米企業の経営比較―戦略的環境適応の理論』日本経済新聞
社，1983年．
関満博『日本企業／中国進出の新時代』新評論，2000年．
範建亭「国際分業と後発国の産業発展―中国家電産業の事例研究｣『一橋論叢』第128巻，第６号，2002年12月．
深尾京司・細川祐二「国際産業政策と多国籍企業」『経済研究』第50巻，第１号，1999年．
松石達彦「東アジアの工業化と雁行形態論｣『一橋論叢』第128巻，第６号，2002年12月．
丸川知雄『市場発生のダイナミクス―移行期の中国経済』アジア経済研究所，1999年．
山澤逸平「産業発展と国際分業―日本の経験とアジア諸国への伝播」篠原三代平編『日本経済のダイナミズ
ム』東洋経済新報社，1991年．
山澤逸平「雁行形態的発展の産業間比較」小島清編『日本貿易の構造と発展』至誠堂，1972年．
渡邊真理子「中国家電企業のビジネスモデル」『アジ研ワールド・トレンド』2001年３月．
渡邊真理子「資本構成と企業行動―テレビ２社の比較から」丸川知雄編『中国企業の所有と経営』アジア経済
研究所，2002年．
(2003年１月15日受理)
